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1. はじめに 

2024 年問題により物流業界は深刻なトラックドライバー

不足に直面している。働き方改革関連法の改正により、ト

ラックドライバーの労働時間の上限が 2024年に整備され、

特に大都市圏での輸送能力低下が懸念されている。農産品

輸送においては、トンベースで全体の約 98％が貨物車で輸

送されている。また、大型産地から見ると大型消費地は遠

方に位置していることが多いため、農産品の輸送は長距離

輸送が一般的になる。実際に NX 総合研究所の試算によれ

ば「2024 年問題」により農産品は出荷時点で 32.5％の輸送

能力が不足するとされている [1]。現在の農産品輸送は集

出荷施設が輸送業者に依頼し、直接消費地へ運搬している。

しかし、現状の方式では輸送網が輻輳するため多くのドラ

イバーが必要となり「2024 年問題」に対応することができ

ない。そこで、政府や地方自治体では広域物流施設(ハブ)

の導入が提案されている。本研究の目的は九州内をモデル

に最適化手法を用いてハブを用いた輸送方式である Hub-

and-Spoke の効果を検証することである。 

2. 先行研究 

Hub-and-Spokeは Hub Location Problem(HLP)の問題に分類

することができ、ハブの位置と非ハブのノードの単一割り

当て問題となっている。この問題は O’Kelly [2]によって

初めて定式化された。ハブに容量の制限がない HLP は

Klincewicz[3]、 Skorin-Kapov ら[4]や Ayki[5]によって研究さ

れている。HLP は長年研究されており、ほかに物流[6][7]

や航空分野[8]で利用されている。しかし、農産品物流にお

いては「2024 年問題」に焦点を当てた研究[9][10]はあるも

のの、具体的な改善策についての研究は未進展である。 

3. 数理計画法による定式化 

本研究では、p ハブ中央位置問題に対して Chao-Feng [11]

の最適化手法を用いる。この問題は、与えられた N 個の施

設(ノード)から p個をハブとして選択し、残りのノードを 1

つのハブに割り当てつつ、総コストを最小に抑えるという

最適化問題である。目的関数はハブを固定する場合と固定

しない場合で分けた。具体的には特定の施設をハブとして

固定する場合にのみハブの開設コストを目的関数に加え、

特定の施設以外の開設コストを極端に大きくした。 

4. 使用データ 

使用した施設は公設卸売市場・JA が所有する集出荷施

設・出荷組合である。九州内において公設の卸売市場を所

有する県(福岡、大分、長崎、宮崎、鹿児島)から１つずつ

卸売市場を抽出し、JA が所有する集出荷施設と出荷組合を

Google map より抽出した。卸売市場は 5 施設、集出荷施設

は 45施設となっている。また本研究では、各卸売市場が公

開している年報より、各産地から卸売市場への野菜の OD

データ(Origin-Detination Data)を使用した。さらに、年単位

から一日単位へ、産地単位から施設単位へ変換し、集出荷

施設から卸売市場への一日の野菜の移動に関するデータに

変換した。 

5. 計算実験の前提 

本研究では、ハブを固定するパターンと全施設をハブの

候補地とするパターンを 3 県と 5 県の場合で実験する。表

1 は計 4 つのシナリオの詳細である。計算の際には数理計

画ソルバーとして Hexaly(バージョン 12.5)[12]を用いた。 

 

表 1 実験のシナリオ 

 エリア ハブ 

(a) 
福岡・大分・長崎 

固定 

(b) なし 

(c) 福岡・大分・長崎 

宮崎・鹿児島 

固定 

(d) なし 

 

6. 結果 

表 2 は各シナリオの計算結果である。また、各シナリオ

の実験にて得られた輸送フローはネットワーク解析が可能

なgephi[13]を用いて可視化した。シナリオ(a)(b)を可視化し

た結果が図 1, 2 となっている。計算結果は現状の総輸送コ

ストを表すベースコストを基準値として比較する。ベース

コストは移動によって発生する出発地から目的地までの距

離とその間の流動量の積和の合計とした。 

まず、ハブの位置について述べる。図 1 と図 2 を参照す

るとハブを固定せずに実験した場合では「大分市公設地方

卸売市場」ではなく「JA べっぷ日出 中央出荷場」が選ば

れている。「大分市公設地方卸売市場」がハブとして選ば

れなかった理由としては「大分市公設地方卸売市場」より

も「JA べっぷ日出 中央出荷場」が他施設からの距離が近

いということが挙げられる。次に表 2 より、ハブを固定し

たシナリオである(a)(c)の総輸送コストはベースコストを上

回っており、固定した場合の結果は現状よりコストの削減

ができなかったことがわかる。そのため、どちらのエリア

においてもハブを固定しない方が効果的であるといえる。

また 3 県のエリアの場合、総輸送コストがベースコストを

下回っているため、小さいエリアに限定すると Hub-and-

Spoke の輸送形態は効果的であると考えられる。 
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表 2 計算結果 

 ハブ 総輸送コスト ベースコスト 

(a) 固定 488,751.00 
438,071.39 

(b) なし 429,590.00 

(c) 固定 2,086,640.00 
1,946,238.85 

(d) なし 2,072,149.79 

*(d)は最適解ではなく実行可能解となっている。 

 

 
図 1 シナリオ(a) 

 

 

図 2 シナリオ(b) 

7. おわりに 

物流業界は「2024 年問題」と呼ばれる問題に直面してい

おり、農産品は「2024 年問題」により輸送能力が 32.5%不

足するという試算が出ている。本研究では、「2024 年問題」

への対応策としてハブを用いた輸送方式の効果について検

証した。具体的には九州をモデルとし、異なるシナリオで

実験を行うことでハブの位置の結果を考察した。結果はど

ちらのエリアでもハブを固定しないシナリオの方が効果的

であることが分かった。小さいエリアでの結果は全施設を

ハブの候補地とするとハブの位置は 1 つ以外すべて中央卸

売市場が選ばれ、現状の総輸送コストを表す基準値を下回

った。基準値を下回ったことにより、小さいエリアであれ

ばハブを用いた輸送方式は効果的であるといえる。本研究

ではそれぞれの施設の収容数や設備を考慮していない。そ

のため、距離や流量のみを考慮すると「JA べっぷ日出 中

央出荷場」はハブとして適切であるといえるが、施設の特

性も考慮に入れると「JA べっぷ日出 中央出荷場」がハブ

として適切であるかはわからない。また、今後はそれぞれ

の施設の収容数や設備を考慮するだけでなく、ドライバー

の労働時間についても制約を付け加えて Hub-and-Spoke の

輸送形態の効果を検証する必要があると考える。 
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